
 

 

 

 

 

 

 

令和５年度補正予算 

主要施策 参考資料 

 

 

 

愛 西 市 



６月補正予算の概要 

 

 事業規模 一般会計     ４４０，５０８千円 

補正予算額       ４２４，９４０千円 

財源振替による影響額   １５，５６８千円 

 

 事業規模 企業会計      ６０，４６６千円 

補正予算額         １，６５０千円 

財源振替による影響額   ５８，８１６千円 

     

 

 
 



 

   事業規模（一般会計）４１２，２２６千円  

 

 

○住民税非課税世帯への物価高騰重点支援給付金支給事業  188,500 千円 

 

○上水道料金免除・補助事業               125,670 千円 

 

  ○保育所等給食費緊急補助事業                       4,603 千円 

 

○小中学校給食費等補助事業                       15,481 千円 

 

 

 

○事業者エネルギー等物価高騰対策支援事業           66,412 千円 

 

○保育所等給食費軽減対策補助事業             11,560 千円 

エネルギー等物価高騰対策支援事業 

市民生活を応援します 

事業者を応援します 

上水道基本料金を 4 か月間免除、補助します。 

保育所等の給食費（副食代）を 7 か月間補助額を拡大（3,500 円→4,000 円）します。 

給食を実施している民間保育所等へ補助します。 

低所得世帯への負担軽減を図るため給付金を支給します。 

製造業者、施設園芸農業者、畜産業者の事業継続を支援します。 

学校給食費の一部を 7 か月間補助します。 



主な事業（別添参考資料を参照） 

事   業   名 事業費（千円） 

1 自主防犯活動促進事業 ２，０００ 

２ 住民税非課税世帯への物価高騰重点支援給付金支給事業 １８８，５００ 

３ 事業者エネルギー等物価高騰対策支援事業 ６６，４１２ 

４ 上水道料金免除・補助事業 
１８４，４８６ 

（うち歳出補正予算額 125,670） 

５ 保育所等給食費緊急補助事業 
４，６０３ 

（うち歳出補正予算額 4,235） 

６ 保育所等給食費軽減対策補助事業 １１，５６０ 

７ 小中学校給食費等補助事業 
１５，４８１ 

（うち歳出補正予算額 281） 



 

 

 

 

 

                   予算額 ２,０００千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業概要） 

○ 自主防犯活動促進事業 

＜対象者＞                 

防犯カメラ設置：自治会（行政区単位） 

特殊詐欺対策機器購入:６５歳以上の方のみで構成される 

世帯構成員等 

 

＜支給額＞ 

 補助率：対象経費の２分の１以内 

 補助上限額：防犯カメラ設置    ３４０千円 

       特殊詐欺対策機器購入   ６千円 

企画政策部危機管理課 

内線３１２ 

0567-55-7130 
【新規】防犯カメラの設置及び特殊詐欺対策機器の購入に 

係る補助制度を創設します。 

 犯罪の抑止、地域防犯力の向上や特殊詐欺被害の未然防止を図るため、防犯カメラの設置及び特殊詐欺対

策機器の購入に係る費用の一部を補助します。 

※特殊詐欺対策機器：通話録音又は着信拒否機能を有する機器 

― １ ― 



 

 

 

 

 

                予算額 １８８，５００千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

保険福祉部社会福祉課 

内線１３１、１４０ 

0567-55-7115 
【新規】住民税非課税世帯へ物価高騰重点支援給付金を 

支給します。 

 物価高騰の負担感が大きい低所得世帯への負担の軽減を図るため、住民税非課税世帯へ給付金を支給

します。 

 

 

（事業概要） 

○ 住民税非課税世帯への物価高騰重点支援給付金支給事業 

＜対象者＞ 

令和５年度住民税非課税世帯 

 

＜支給額＞ 

１世帯 ３万円 

 

― ２ ― 



 

 

 

 

                 予算額 ６６，４１２千円 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

産業建設部産業振興課 

内線５８１ 

0567-55-7128 

（事業概要） 

○ 事業者エネルギー等物価高騰対策支援事業 

＜対象者＞ 

①製造業者（中小企業者（小規模企業者を含む。）） 

②施設園芸農業者、畜産業者 

＜交付要件＞ 

①令和５年１月１日現在製造業を営んでおり、今後も引き続

き事業を継続する意思のある者 

②令和５年１月１日現在施設園芸又は畜産業を営んでおり、

今後も引き続き事業を継続する意思のある者（施設園芸

は、５ａ以上経営していること。） 

＜支援金＞ 

 一律１０万円 

 

 

【新規】エネルギー等物価高騰の影響を受ける製造業者並び

に施設園芸農業者及び畜産業者を支援します。 

 エネルギー等物価高騰により厳しい経営環境に置かれている製造業者並びに施設園芸農業者及び畜産

業者の負担軽減を図り事業継続を支援します。 

― ３ ― 



 

 

 

 

                事業額 １８４,４８６千円 

           （うち歳出予算額 １２５,６７０千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 電力・ガス・食料品等価格の高騰に直面する市民及び事業者の経済的負担を軽減するため、上水道の基本料

金を４か月間、免除・補助します。 

 

（事業概要） 

○ 上水道料金免除・補助事業                

＜対象者＞ 

①愛西市内の水道事業者（愛西市水道事業及び海部南部 

水道企業団）と給水契約を結び、かつ、市内で給水さ 

れている世帯及び事業者 

②愛西市外の水道事業者と給水契約を結ぶ市内在住の世 

帯及び事業者 

＜実施期間＞ 

令和５年８月利用分から令和５年１１月利用分まで 

上下水道部上水道課 

内線５３２ 

0567-55-7146 上水道の基本料金を４か月間、免除・補助します。 

― ４ ― 



 

 

 

 

                   事業額 ４,６０３千円 

              （うち歳出予算額 ４,２３５千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康子ども部子育て支援課 

内線１２０、１２１ 

0567-55-7118 

保育所等の給食費（副食代）の補助額を令和５年９月から令

和６年３月まで拡大します。 

 物価高騰に直面する子育て世代の経済的負担を軽減し、子どもを安心して育てることができるよう、給食

費（副食代）の一部を支援します。 

（事業概要） 

○ 保育所等給食費緊急補助事業                 

  現在愛西市が独自で実施している３，５００円の副食代補助に加え、月額

上限５００円の補助を行います。 

＜対象者＞ 

保育所、認定こども園、幼稚園を利用している市内在住の３歳から５歳まで

の児童の保護者 

＜実施期間＞ 

令和５年９月から令和６年３月までの７か月間 

 

― ５ ― 

園児 1 人当たりの保護者負担軽減見込額 

当初予算（３，５００円補助）       今回６月補正予算後（＋５００円） 

年間４２，０００円軽減          年間４５，５００円（＋３，５００円程度） 



 

 

 

 

 

                  予算額 １１,５６０千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― ６ ― 

 

健康子ども部子育て支援課 

内線１２０、１２１ 

0567-55-7118 物価高騰の影響のなか、利用児童に対して給食を実施してい

る民間保育所等の負担を軽減します。 

 物価高騰の影響を受けながら、利用児童に対して安定的な給食を実施している民間保育所等に対し、

負担軽減を図るために補助します。 

（事業概要） 

○ 保育所等給食費軽減対策補助事業                

  給食実施児童数に物価高騰影響分６０円を乗じた金額を

補助基準額の上限として補助します。 

＜対象者＞ 

民間で運営する保育所・認定こども園の事業者 

＜実施期間＞ 

令和５年４月から令和５年９月までの６か月間 

 

 



 

 

 

 

                 事業費 １５，４８１千円 

（うち歳出予算額    ２８１千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育部学校教育課 

内線３５５ 

0567-55-7136 

（事業概要） 

〇 小中学校給食費補助事業 

  令和５年９月から令和６年３月まで、市内小学校１２校、市内中学校６校の

給食費の一部補助として、令和４年１１月に給食費を値上げした分、１人１食

３０円（月額５００円相当）について補助を行います。 

 

〇 給食費等支援金支給事業 

  病気やアレルギー対応、市外の小中学校等へ就学しているなど給食費補助

事業の対象とならない児童生徒に対し、給食費補助相当額の支援金を支給し

ます。 

学校給食費を令和５年９月から令和６年３月まで一部補助

します。 

 最近の社会状況により物価が高騰している状況の中、市内在住の小中学校児童生徒を持つ世帯への経済支

援として、令和５年９月から令和６年３月まで学校給食費の一部補助を行います。 

― ７ ― 

児童生徒 1 人当たりの保護者負担軽減見込額 

当初予算（1 食当たり 10 円補助）      今回６月補正予算後 

年間１，９００円軽減               年間５，４００円（＋３，５００円程度） 


